
 

相模鉄道に対する業務監査の実施結果 

項  目 主 な 取 組 み 状 況 等 所         見 
１．運賃等に関する事項 

（１）関係法令、通達に基づく諸手続等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）連絡運輸・乗継割引制度・企画乗車

券 

 ①連絡運輸、乗継割引制度 

 

 

 

 

 

・相模鉄道株式会社（以下「相鉄」とい

う。）の運賃については、平成１１年

３月実施の普通旅客運賃及び定期旅客

運賃変更並びにいずみ野線加算運賃設

定認可、平成１６年２月の横浜高速鉄

道株式会社みなとみらい線開業に伴う

乗継運賃設定届出等の手続が実施され

ている。 

 

・鉄道運輸規程に定める停車場への営業

規則等の備え付け、運賃表及び時刻表

の掲示については、実地監査の対象と

した各駅において実施されている。 

 

 

 

 

 

・連絡運輸については、接続する各線と

の間で適宜実施しており、定期券につ

いては３社までの連絡定期券を発売し

ている。乗継割引については、横浜駅

経由ＪＲ東海道線等計７路線との間で

 

・これらの諸手続は、関係法令、通達に基

づき適正に処理されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・利用実態等を踏まえ、連絡運輸や乗継割

引の適用範囲の拡大についても柔軟に

検討していくことが望まれる。 

 

 



 

 

 ②企画乗車券 

 

 

 

 

 

 

（３）カード式乗車券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）駅務機器類 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）運賃の誤表示、誤収受の問題につい

実施している。 

 

・企画乗車券については、小田急電鉄株

式会社との共通フリーパス等５種類を

発売している。「相鉄・鉄道全線１日

乗車券」においては、乗車券にアンケ

ート用紙を添付し、今後の企画乗車券

の設定に役立てることとしている。 

 

・「パスネット」の利用は導入以来着実

に増加しており、平成１６年度におい

て定期外利用の２９．８％を占めてい

る。ＩＣカード乗車券導入を前提とし

て、自動改札機などは既設の機械の部

品を交換すればＩＣカードに対応でき

るようになっているなど、平成１８年

度の導入を目指しシステムの準備を進

めている。 

 

・自動券売機、自動改札機、自動精算機

等の駅務機器類の設定については、乗

降人員、旅客流動等を考慮し設置台数、

設置場所を決定している。また、自動

券売機については定期券が購入できる

新型券売機を全駅で導入し、自動改札

機については、全駅・全台を複数枚対

応型としている。 

 

・相鉄においては、平成１３年２月に

 

 

・通勤・通学輸送を主とした路線柄、他の

大手民鉄と比較すると企画乗車券の種

類が少ないが、アンケート等により利用

者ニーズの把握に努めており、今後さら

に、創意工夫に富んだ企画商品の開発が

期待される。 

 

・ＩＣカード乗車券の導入に際しては、旅

客に対する周知を徹底し、円滑に運用を

開始することが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

・全駅への新型券売機及び複数枚対応型改

札機の設置により、利用者利便の向上が

図られている。 

 

 

 

 

 

 

・既に発生した誤収受等の事後処理と再発



て 「運賃表の誤表示等に関する防止対応

マニュアル」を作成し、関係者に周知

徹底を図っていたが、その後、駅務機

器のプログラムミスによるもの２件、

簡易運賃表の誤表示によるもの１件、

計３件の誤収受等が発生している。 

 相鉄では、いずれの誤収受等について

も、報道発表並びに関係駅への掲示を

行い、過払いのあった利用者に対して

は申告に応じ返金する措置を講じてい

る。 

 再発防止策として、駅務機器の受け入

れ時の検査体制に関するマニュアルを

策定している。また、運賃改定に伴う

運賃表の改修にあたって、全面一括印

刷に変更し、あわせて各駅独自の簡易

運賃表を廃止することにより、現地で

の作業ミスの防止を図っている。また、

平成１７年５月には従来の誤表示等防

止マニュアルを全面的に改定した「運

賃改定作業マニュアル」を策定し、作

業行程の明確化とチェックリストの作

成による確認作業の徹底を図ってい

る。 

防止については、適切な対応がなされて

いる。 

 運賃・料金の正確な収受は、運賃制度を

適正に運用するための基本的事項であ

り、機器類の更新や運賃の改定にあたっ

ては、関係者への指導、マニュアルに基

づく確認作業の徹底等により誤収受等

の発生を未然に防止することが必要で

ある。 

 とりわけ平成１８年度に予定されてい

る共通ＩＣカード乗車券の導入にあた

っては、大規模な機器更新とプログラム

改修を伴う作業となることから、十分な

検査を行い誤収受等の防止に万全を期

することが必要である。 

２．情報提供に関する事項 

 

・会社情報を、ホームページ、広報誌、

ポスター掲示等の多様な媒体を活用し

てわかりやすく提供している。また、

会社広報誌「相鉄瓦版」を毎月１０万

部発行し、駅改札口等で無料配布して

・ホームページでは、運賃、時刻表、駅

構内施設マップ等鉄道利用に関する基

本的な情報を日本語でわかりやすく提

供しているが、外国語対応サイトは開

設されていない。外国人の利用の実態



いる。また、ホームページで提供して

いる駅構内図に具体的なバリアフリー

ルートの案内を盛り込むことを予定し

ている。 

 

・運行情報については、ホームページや

携帯電話のウェブサイトを活用してリ

アルタイムの情報を提供している。 

も踏まえて、外国語対応サイトの開設

等、外国人利用者への情報提供につい

ての検討が望まれる。 

３．案内情報に関する事項 

 

・駅サインシステムの掲示基準として

「相鉄旅客案内業務掲示基準」を策定

し、案内表示の統一的整備を実施して

いる。また、この掲示基準は、国の基

準やガイドライン等を踏まえ所要の修

正を行っている。 

 

・駅名標や切符売場、出入口等の主要施

設の案内表示は、基本的に英語を併記

している。また、平成１８年度より、

横浜等の主要駅において、英語、中国

語、韓国語の３カ国語併記による案内

情報提供を実施する予定である。 

 

 

・駅構内での列車行先案内については、

現在、全２５駅中６駅でＬＥＤ表示器

による情報提供を行っているが、それ

以外の未整備駅についても、今後、順

次整備を進め、平成２２年度までに全

駅へ設置する予定である。また、異常

・横浜駅において、改札口への誘導案内

表示が小型でわかりにくかった事例や

バリアフリー化されたルートへの案内

情報の提供が乏しかった事例が見受け

られたので、可能な限り早期の改善が

望まれる。 

 

・一部の駅において出口等の基本的な案

内表示で英語表記がない事例が見受け

られたので、可能な限り早期の改善が

望まれる。また、一部の鉄道事業者が

実施している駅のナンバリングも外国

人利用者等にとって有効であることか

ら導入に向けての検討が期待される。 

 

・車両内のＬＥＤ案内表示は、全４２編

成中２７編成が対応しているが、行き

先や次駅表示のみで異常時情報の提供

には対応していないことから、今後、

車両の新造や改修に合わせて異常時情

報の提供も可能なシステムに改良する



時情報については全駅の全改札口に設

置しているＬＥＤ表示器により速やか

な情報提供を行っている。 

 

・横浜駅では、みなとみらい線の開業に

あたり横浜市が中心となって公共スペ

ースにおける共通案内サインの導入が

行われた。また、湘南台駅においても

延伸開業にあたり藤沢市が中心となっ

て公共スペースにおけるサインシステ

ム共通化等を実施している 

ことが期待される。 

 

 

 

・ターミナル駅では、関係者の連携によ

って駅全体での案内情報の連続性、統

一性を維持する必要があることから、

地方公共団体を含む関係者間における

継続的な取り組みが期待される。 

４．バリアフリー対策に関する事項 ・１日当たりの乗降人員が５千人以上の

駅は２４駅あり、下記の海老名駅を除

く２３駅のうち段差解消駅は１５駅、

率で６５％であるが、平成１９年度ま

でに残り８駅の段差解消を図ることを

予定している。なお、高低差２メート

ルの海老名駅は、海老名市が事業主体

である自由通路整備事業によりバリア

フリー設備を整備する予定（平成２１

年度目途）である。 

 

・改札口への誘導チャイムは１５駅に、

また、触知案内版は１４駅に設置して

いる。いずれも平成２０年度までに全

駅に設置する予定である。 

 

・全２５駅中１８駅で車いす使用者対応

かつオストメイトが設置された身障者

・視覚障害者誘導用ブロックについては、

全２５駅に設置済みではあるが、旧ガ

イドラインに準拠したブロックが設置

されていることから、今後計画的に張

り替えを進め、新ガイドラインへ適合

させることが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



対応トイレを整備済みであるが、平成

１９年度までに全駅のトイレについて

移動円滑化基準への適合を図ることと

している。 

 

・車両のバリアフリー化に関しては、全

４２編成中、２１編成に車いすスペー

スのある車両が連結されており、今後

とも、新造車両の導入や車両修繕の際

には車いすスペースの整備を行うこと

を予定している。 

 

・平成１６年度よりサービス介助士資格

取得を推進しているところであり、現

在まで４４名の職員が資格を取得した

ほか、有資格者が資格取得時の実技講

習の映像を活用して他の職員へ実技指

導等を実施している。また、各駅にお

いて介助研修や電動車椅子乗車体験等

のバリアフリー研修を開催するととも

に、車椅子対応マニュアルを駅係員に

配布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・バリアフリーに関しては、ニーズの高

度化、多様化が進むものと見込まれる

ので、研修カリキュラムや研修体制の

強化・充実を図るほか、既存の車椅子

対応マニュアルについても、ハンドル

型電動車いす利用者への対応や知的・

精神障害者への対応など、包括的な障

害者対応マニュアルとしてその内容を

充実させる必要がある。さらに、バリ

アフリーボランティア制度について

も、他の鉄道事業者の事例を参考にし

て導入の検討を行うことが期待され

る。 

 

・バリアフリー設備に関するホームペー

ジでの情報提供については、交通エコ

ロジー・モビリティ財団ホームページ



（らくらくおでかけネット）へのリン

クの設定について検討することが望ま

れる。また、一部の鉄道事業者が駅等

で配布しているバリアフリー設備の整

備状況や駅構内図を記載した小冊子等

の作成についても検討を行うことが期

待される。 

５．乗継利便等に関する事項 

 

・前述のとおり他社線との連絡運輸を実

施している。接続駅における乗り継ぎ

については、互いに運行本数が多いこ

となどから、ダイヤ策定における特段

の対応は行っていないが、最終電車の

接続については、各社の運輸司令所と

も連絡を取り合い、若干の遅延などに

ついては、各駅及び運輸司令担当が配

慮を行うこととしている。 

 

・バスとの乗り継ぎについては、全駅で

乗り場案内を設けるとともに、必要に

応じて深夜バスとの接続を図ってい

る。また、平成１６年８月から、パソ

コン及び携帯電話のウェブサイト上に

て鉄道とバスの乗り継ぎ検索サービス

を開始し、相鉄グループの鉄道とバス

を連動して時刻や運賃、距離を検索可

能にするとともに、出発時刻指定や到

着時刻指定、終電指定ダイヤ検索を可

能とした。 

・他社線との直通運輸は現在のところ行わ

れていないが、平成１７年８月に施行さ

れた都市鉄道利便増進法に基づく事業

として、平成１７年度～平成２２年度に

おいて、相鉄本線西谷駅付近とＪＲ東海

道貨物線横浜羽沢付近との間を連絡す

る路線の整備が検討されており、これが

実現すれば東京都心部へのアクセス向

上が図られることが期待される。 

 

・相鉄グループのバスとの乗り継ぎについ

ては、パソコンや携帯電話を活用した利

用者への積極的な情報提供に努めてい

る。引き続き、ソフト・ハード両面にお

いてより円滑な乗り継ぎが行われるた

めの研究を進めていくことが期待され

る。 

６．輸送障害時等の旅客対応に関する事項   



（１）輸送障害発生時の指揮監督体制等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）輸送障害発生時の情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・輸送障害が発生した場合には、全社的

なマニュアルとして「運転取扱心得」、

「鉄道防災内規」、「運転事故等発生時

における救急体制心得」等を制定し、

災害や重大事故については、鉄道カン

パニー長を筆頭として本社・現業一体

の組織的な対応を行うこととしてお

り、通常の輸送障害については、運輸

司令と現場責任者（駅長等）が連携を

とり対応することとしている。また、

各駅においても実態に即した防災内規

を制定し対応することとしている。 

 

・輸送障害発生時の利用者への情報提供

については、運輸司令により情報が収

集され、構内放送や車内放送、急告板

等により案内を行っている。 

 

・全駅の改札口上部には、ＬＥＤ表示器

「デジタル広報のまど」を設置し、輸

送障害等の情報提供を行っており、横

浜・二俣川・大和・海老名・いずみ中

央・湘南台の６駅においては、ホーム

等に設置している列車行先案内表示用

のＬＥＤ表示器でも、駅での入力によ

り、情報提供を行っている。 

 

・相鉄ホームページにおいては、１５分

以上の遅延について運行情報を提供

・災害や重大な輸送障害時の対応として、

現場に復旧対策部を設置し対応するこ

ととしているが、規程に明文化されてお

らず、また、鉄道カンパニー長不在時の

代行規定も制定されていないことから、

不測の事態の責任・指揮体制を明確に

し、的確な対応がなされるよう、規程類

の改善が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）振替輸送等 

 

 

 

 

（４）輸送障害時を想定した訓練 

し、携帯電話においては、１５分以上

の遅延状況について、登録した会員向

けにメール配信サービスも行ってい

る。 

 

・輸送障害等によって列車の運転が長時間

にわたりストップする事態となった場

合には、停車原因や復旧状況、運転再開

までの手順等を概ね５分毎を目安に乗

客に情報提供し、復旧作業開始後３０分

を経過しても状況の変化がない場合や

運転再開までの見込みが６０分を超え

ると予測された場合には、列車併結や救

援車両、支援要員、代替バス等による乗

客の避難誘導等の手配を行うこととし

ている。 

 

・振替輸送については、関係する事業者と

事前に情報連絡体制や振替輸送の方法

等を調整することにより、輸送障害時の

旅客への情報提供や円滑な誘導を行っ

ている。 

 

・輸送障害を想定した訓練については、

毎年１１月に異常時総合訓練を行って

いる。また、各現業単位でも教育・訓

練を実施している。 

 

 

 

 

 

・近年の自然災害や車両故障等による長

時間にわたる輸送障害時の対応の混乱

を教訓として、いち早くマニュアルに生

かしたことは評価に値するものと考え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も、安全で迅速かつ的確な対応が行

えるよう、全社的な取り組みが期待され

る。 

７．災害対応等危機管理に関する事項 

 

・災害時の対応については、「運転取扱心

得」等に規定するとともに、毎年９月

・今後も広範に災害等の緊急の事態を想定

した教育・訓練等を実施し、迅速かつ安



１日に「八都県市合同防災訓練」を自

治体等と連携して行う等、万全を期し

ている。 

 

・本線の一部区間（海老名市：さがみ野

～海老名間）は、東海地震に係る地震

防災対策強化地域に指定されているこ

とから、「東海地震に係る施設および

車両の整備ならびに運転取扱いに関す

る細則」を定め、防災体制の確立等を

図ることとしている。 

全、的確な対応がとれる体制を確立する

ことが望まれる。 

 

８．利用者からの意見等に関する事項 ・相鉄における利用者からの意見等は、

業務推進室ＣＳ担当及び本社鉄道カン

パニーで集約した上で、意見を申し出

られた方に回答するとともに、社内の

関係部門で回答内容の共有化を図って

いる。 

 

・相鉄グループでは沿線のお客さまのニ

ーズを把握するため「相鉄沿線モニタ

ー制度」による調査、沿線ＣＳイメー

ジ調査を行っている。 

・アンケート調査等により、利用者ニーズ

を的確に把握するなど利用者の意見等

の収集、検討体制、施策の情報提供等は

評価に値するものと考える。 

９．その他のサービスに関する事項 

（１）暴力行為、迷惑行為等に関する事項

 

 

 

 

 

 

・相鉄においては、平成１５年５月９日

から女性専用車両の導入を開始した結

果、痴漢行為が前年同期間（５月９日

から９月３０日）の４６件から２５件

と大幅に減少している。 

一方、平成１７年９月に実施したアン

 

・今後は、アンケート調査で指摘された事

項の改善に向けた検討を行う必要があ

る。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）車両内における携帯電話の取扱 

 

ケート調査では、女性専用車内のマナ

ーがよくないこと、小学生以下の男児

と障害をお持ちの男性が乗車可能であ

ることの認知率が低いこと、女性専用

車両は４両目としているが車両編成の

違いにより乗車位置が異なること等の

指摘がある。 

 

・利用者に対する暴力行為等が増加傾向

にあり、毎年、マナーアップキャンペ

ーンを実施しているが減少していな

い。 

 

・駅係員等に対する暴力行為も毎年発生

している。 

 

 

・ＪＲ東日本、関東の他の大手民鉄７社

等１６社局間で検討を行い平成１５年

９月１５日から「優先席付近は携帯電

話の電源をお切りいただき、それ以外

ではマナーモードに設定のうえ、通話

は降車してからする」よう統一した案

内を行っている。 

 

・平成１７年４月３０日から優先席付近

の吊り革をオレンジ色にすることによ

り、携帯電話の電源を切るエリアを分

かりやすくしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・警察の協力を得た上で警察官の巡回、職

員等の巡回の実施等について検討する

必要がある。 

 

 

・暴力行為に対して被害届を提出する毅然

とした対応は評価に値するものと考え

る。 

 

・乗客に対して優先席付近で携帯電話の電

源を切る理由を理解していただくため

の周知方法等について検討することが

望まれる。 



 


